
法令及び定款に基づく

インターネット開示事項

第１２４期（平成 29年 4月 1日から平成 30 年 3月 31 日まで）

連結計算書類の連結注記表

計算書類の個別注記表

神東塗料株式会社

上記事項につきましては、法令及び当社定款第 15条に基づき、当社ホームページ

（https://www.shintopaint.co.jp/ir/）に記載することにより株主のみなさまへ

ご提供しております。



連　結　注　記　表

＜連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等＞

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数･･･・・・・・・・・・・・・・・・・ 7社

主要な連結子会社の名称・・・・・・・・・・・ ジャパンカーボライン㈱、㈱九州シントー、シントーファミリー㈱、

PT. Shinto Paint Manufacturing Indonesia

なお、前連結会計年度まで連結子会社であった㈱共栄商会は、平成30年３月31日付で清算結了したことにより、連結の

範囲から除外しております。当連結会計年度においては、清算結了時までの損益計算書のみ連結しております。

(2) 非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称・・・・・・・・・・・・・・ Shinto TOA Vietnam Co., Ltd.

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

2. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数・・・・・５社

主要な会社等の名称・・・・・・・・・・・・・・・ 神東アクサルタコーティングシステムズ㈱等

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称・・・・・・

Shinto TOA Vietnam Co., Ltd.

SHINTO-WELBEST MANUFACTURING，INC．

持分法を適用していない理由

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

　　 に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないためであります。

(3) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の事業年度に係る計算書類

を使用しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、PT. Shinto Paint Manufacturing Indonesia（12月31日）を除き、連結決算日と一致して

おります。PT. Shinto Paint Manufacturing Indonesiaについては、同社の決算日現在の計算書類を使用して連結

決算を行っております。ただし、連結決算日までの期間に生じたPT. Shinto Paint Manufacturing Indonesiaとの重要な

取引については、連結上必要な調整を行っております。

4. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　棚卸資産の評価基準及び評価方法 ：

②　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの ： 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 （なお、評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの ：

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ①　有形固定資産 ： 定額法によっております。　

なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。

　 ②　無形固定資産 ： 定額法によっております。

なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間(5年)に基づく定額法によっております。

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定） 

移動平均法による原価法



(3) 重要な引当金計上基準

①　貸倒引当金 ： 売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるために設定しており、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

②　賞与引当金 ： 従業員に対して支給する賞与に充てるため、当連結会計年度分に対

応する支給見込額を計上しております。

③　役員賞与引当金 ： 役員に対して支給する賞与に充てるため、当連結会計年度分に対応

する支給見込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法 ： 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によってお

ります。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用

の処理方法 ： 過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による按分額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度より費用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効

果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職

給付に係る調整累計額に計上しております。

(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理 ： 消費税及び地方消費税の会計処理については、税抜方式によっており

ます。



＜連結貸借対照表に関する注記＞

1.

(1) 担保資産

　　（財団抵当）

12,862,045 千円

55,225 千円

22 千円

　　（不動産抵当）

2,185,132 千円

465,005 千円

計 15,567,431 千円

(2) 担保債務

　　短期借入金 400,000 千円

　　長期借入金 400,000 千円

　　（1年以内の返済予定額 200,000千円を含む）

計 800,000 千円

（上記のうち工場財団分） 800,000 千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 25,544,427 千円

3. 保証債務

当社の持分法適用会社である、神之東塗料貿易（上海）有限公司の金融機関等からの借入債務に対し、

保証を行っておりますが、当連結会計年度末において借入及び保証の実行残高はありません。

4. 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれております。

受取手形 430,666 千円

支払手形 484,174 千円

5. 事業用土地の再評価

(1) 再評価の方法

(2)

(3) 再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額　

　　△7,222,002 千円

6. 圧縮記帳

国庫補助金等による圧縮記帳額は13,917千円であり、連結貸借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除して

おります。

　　建物

担保に供している資産及び担保付債務

　　土地

　　建物・構築物

　　機械装置

　　土地

　　価税の計算のために公表された方法により算定した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って

　　算出しております。

再評価を行った年月日　・・・平成12年３月31日

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布 法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律」（平成11年３月31日改正）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該再評価差額から再評

価に係る繰延税金負債の金額を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。

　　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布 政令第119号）第２条第４号によるところの地



＜連結株主資本等変動計算書に関する注記＞

1.

増加 減少 当連結会計年度末

31,000,000 -                  -                  31,000,000

22,457 400 -                  22,857

2. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

3. 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

＜金融商品に関する注記＞

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を

　調達しております。

(2) 受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を図っております。また、

　投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。

2. 金融商品の時価等に関する事項

平成30年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

（単位：千円）

(1) 現金及び預金 3,158,190 3,158,190 -                  

(2) 受取手形及び売掛金 7,893,012 7,893,012 -                  

(3) 投資有価証券

     その他有価証券 482,032 482,032 -                  

(4) 支払手形及び買掛金 (7,272,113) (7,272,113) -                  

(5) 短期借入金 (1,180,000) (1,180,000) -                  

(6) 長期借入金 (3,548,900) (3,548,958) (58)

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首

発行済株式　　普通株式（株）

自己株式　　 　普通株式（株）

基　準　日

効力発生日

平成29年5月15日
取締役会

普通株式 154,887 5.00 平成29年3月31日 平成29年6月9日

決　　議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
1株当たり

配当額（円）
基　準　日

連結貸借対照表
計上額（※）

時価（※） 差額

効力発生日

平成30年5月15日
取締役会

普通株式 利益剰余金 154,885 5.00 平成30年3月31日 平成30年6月6日

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）
1株当たり

配当額（円）



(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　　(1) 現金及び預金、並びに (2) 受取手形及び売掛金

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　　(3) 投資有価証券

　　　　投資有価証券の時価の算定は、取引所の価格によっております。

　　(4) 支払手形及び買掛金、並びに (5) 短期借入金

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　　(6) 長期借入金

　　    長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

　　　いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は時価を反映しているとみなして、時価は帳

　　　簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(注2) 非上場株式（連結貸借対照表計上額（1,377,970千円）)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見

　  　積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価証券　その他有

　  　価証券」には含めておりません。

(注3) 長期借入金には1年以内の返済予定額 1,929,100千円が含まれております。

＜１株当たり情報に関する注記＞

１株当たり純資産額 547円 15銭

１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益   23円 64銭

＜重要な後発事象に関する注記＞

該当する事項はありません。



個　別　注　記　表

＜重要な会計方針に係る事項に関する注記＞

1. 資産の評価基準及び評価方法

：

：

     ②　その他有価証券

時価のあるもの ：

時価のないもの ：

2. 固定資産の減価償却の方法

　 ：

　 ：

3. 引当金の計上基準

：

：

：

：

ております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の処理方法 ：

ます。

(2) 退職給付に係る処理方法 ： 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の

会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と

異なっております。

残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による按分額をそれぞれ発生

の翌事業年度より費用処理しております。

消費税及び地方消費税の会計処理については、税抜方式によっており

(4) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上し

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均

支給見込額を計上しております。

（５年）に基づく定額法によっております。

(1) 貸倒引当金 売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるために設定しており、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、当事業年度分に対応する

支給見込額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与に充てるため、当事業年度分に対応する

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

決算期末日の市場価格等に基づく時価法 （なお、評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

移動平均法による原価法

(1) 有形固定資産 定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

(2) 無形固定資産 定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定） 

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法

     ①　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法



＜貸借対照表に関する注記＞

1.

(1) 担保資産

　　（財団抵当）

12,862,045 千円

55,225 千円

22 千円

　　（不動産抵当）

2,185,132 千円

465,005 千円

計 15,567,431 千円

(2) 担保債務

　　短期借入金 400,000 千円

　　長期借入金 400,000 千円

　　（1年以内の返済予定額 200,000千円を含む）

計 800,000 千円

（上記のうち工場財団分） 800,000 千円

2. 25,208,229 千円

3.

当社の関係会社である、PT. Shinto Paint Manufacturing Indonesia及び神之東塗料貿易（上海）有限公司

の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っておりますが、当事業年度末において借入及び保証の実

行残高はありません。

4. 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれております。

受取手形 322,525 千円

支払手形 360,229 千円

5.

短期金銭債権 1,480,055 千円

短期金銭債務 43,050 千円

6. 事業用土地の再評価

(1) 再評価の方法

(3) 再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額　

　　△7,222,002 千円

7. 圧縮記帳

国庫補助金等による圧縮記帳額は13,917千円であり、貸借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除して

おります。

　　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布 政令第119号）第２条第４号によるところの地

　　価税の計算のために公表された方法により算定した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行

　　って算出しております。

(2) 再評価を行った年月日　・・・平成12年３月31日

価に係る繰延税金負債の金額を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。

担保に供している資産及び担保付債務

　　土地

　　建物・構築物

　　機械装置

　　土地

改正する法律」（平成11年３月31日改正）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該再評価差額から再評

　　建物

有形固定資産の減価償却累計額

保証債務

関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布 法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を



＜損益計算書に関する注記＞

関係会社との取引高

4,378,436 千円

227,489 千円

75,091 千円

＜株主資本等変動計算書に関する注記＞

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

＜税効果会計に関する注記＞

繰延税金資産

貸倒引当金 229 千円

退職給付引当金 458,534 千円

合併受入資産評価差額 15,596 千円

その他 157,911 千円

繰延税金資産小計 632,271 千円

評価性引当額 △ 46,027 千円

繰延税金資産合計 586,244 千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 36,192 千円

繰延税金負債合計 36,192 千円

繰延税金資産の純額 550,052 千円

営業取引以外の取引による取引高

売　上　高

仕　入　高

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当事業年度末

 普通株式　（株） 22,457 400                 -                       22,857                



＜関連当事者との取引に関する注記＞

1. 子会社及び関連会社等

㈱九州シントー
所有
直接　100.00

当社製品の
販売

塗料の販売 736,966 売掛金 354,740

製造受託 自動車用塗料製品の販売 2,385,544 売掛金 506,506

技術指導 技術料の受取 45,718 売掛金 9,340

不動産の賃貸 賃貸料の受取 28,839 － －

2. 兄弟会社等

化成品等の製品販売 1,520,346 売掛金 682,597

原材料の仕入 1,305,528 買掛金 589,792

＜１株当たり情報に関する注記＞

１株当たり純資産額 496円 60銭

１株当たり当期純利益 20円 45銭

＜重要な後発事象に関する注記＞

該当事項はありません。

取引の内容

期末残高
(千円)

(注) 記載項目のうち、取引金額については消費税等を控除した金額を表示し、債権債務勘定の期末残高については、

（注）記載項目のうち、取引金額については消費税等を控除した金額を表示し、債権債務勘定の期末残高については、

 　　 消費税等を含めた金額を表示しております。

 　　　消費税等を含めた金額を表示しております。

属性
会社等
の名称

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者と
の関係

子会社

取引金額
(千円)

科目
期末残高

(千円)

属性
会社等
の名称

取引条件及び取引条件の決定方針等

     　価格その他の取引条件は、市場価格を参考に決定しております。

そ の 他 の 関
係会 社の 子
会社

住化エンバイロ
メンタルサイエンス
㈱

なし 製造受託

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者と
の関係

     　価格その他の取引条件は、市場価格を参考に決定しております。

取引の内容

関連会社
神 東 ア ク サ ル タ
コーティングシステ
ムズ㈱

所有
直接　50.00

取引条件及び取引条件の決定方針等

取引金額
(千円)

科目


